
【別表１】重点化施策を推進するための事業又は取組　進捗状況表

起きてはならない
最悪の事態 実績

施策名 2021(R3) 当初計画 実績 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7) 項目 指標値 評価

目標値(A) 182戸

実績値(B) 178戸

175戸 182戸 178戸 192戸 202戸 212戸
目標値に対する
進捗率(B/A)

98%

目標値(A) 24%

実績値(B) 24%

0% 24% 24% 47% 100% ー
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 34橋

実績値(B) 34橋

30橋 34橋 34橋 36橋 42橋 47橋
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 100%

実績値(B) 100%

100% 100% 100% 100% 100% 100%
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

今後の計画

道路ストック総点検に伴う
舗装修繕工事（2件）

橋梁長寿命化修繕実施数
（現計画_最終令和6年度）

・道路維持管理事業

計画に基づく改修完了率
（改修完了面積/改修予定面積）

様々な被害を想
定した公共構造
物の耐震化等の
推進

3 ・橋りょう長寿命化
修繕事業

1-1、1-4、2-1
2-2、2-3、3-1
5-1、5-2、5-3
5-4、6-3、6-4
7-2

橋梁、通学橋、トンネル、道
路付属物（横断歩道橋を含
む）、都市公園施設、河川管
理施設、農業用ため池、防火
水槽等の公共構造物の点検・
改修を実施し、長寿命化及び
耐震化を推進する。

・橋梁長寿命化修繕設計業
務委託 外委託6件
・橋梁補修工事（2橋）

1-1、1-4、2-1
2-2、2-3、3-1
5-1、5-2、5-3
5-4、6-3、6-4
7-2

道路ストック総点検に伴う舗装修繕実施
率

4

・橋梁長寿命化修繕設計業
務委託 外委託5件
・橋梁補修工事（4橋）

テニスコートAの整備工事
が完了し、野球場の整備工
事については、令和6年1月
の完成に向けて予定通り進
捗した。

A

A

A

取壊し工事及び再整備工事
実施

再整備工事実施 ー

2 ・緑が丘スポーツ公
園整備事業

1-1、1-4、2-1
2-2、2-3、3-1
5-1、5-2、5-3
5-4、6-3、6-4
7-2

様々な被害を想
定した公共構造
物の耐震化等の
推進

・橋梁長寿命化修繕設計業
務委託 外委託1件
・橋梁補修工事（2橋）

・橋梁長寿命化修繕設計業
務委託 外委託9件
・橋梁補修工事（6橋）

・耐震診断 100戸
・耐震補強設計･改修 10戸
・耐震ｼｪﾙﾀｰ設置 1件

・耐震診断 100戸
・耐震補強設計･改修 10戸
・耐震ｼｪﾙﾀｰ設置 1件

・橋梁長寿命化修繕設計業
務委託 外委託4件
・橋梁補修工事（5橋）

2

3

様々な被害を想
定した公共構造
物の耐震化等の
推進

橋梁、通学橋、トンネル、道
路付属物（横断歩道橋を含
む）、都市公園施設、河川管
理施設、農業用ため池、防火
水槽等の公共構造物の点検・
改修を実施し、長寿命化及び
耐震化を推進する。

・道路ストック総点検に伴
う舗装修繕調査委託
・道路ストック総点検に伴
う舗装修繕工事（1件）

道路ストック総点検に伴う
舗装修繕工事（2件）

道路ストック総点検に伴う
舗装修繕工事（2件）

道路ストック(舗装)点検業
務委託

舗装修繕計画更新業務委託

4

・耐震診断 39戸
・耐震補強設計･改修 3戸
・耐震ｼｪﾙﾀｰ設置 0件

木造住宅耐震化件数

住宅及び民間建
築物の耐震化の
促進

令和４年度の進捗率

1 ・建築物耐震化支援
事業

1-1、2-4、3-1
住宅及び民間建築物の地震に
対する安全性の向上のため、
改修補助等の支援事業を実施
する。また、建築関係団体と
の連携や、パンフレットの配
布等による普及啓発を行うこ
とにより、木造住宅、民間建
築物、医療・福祉関係施設の
耐震化を促進する。

・耐震診断 55戸
・耐震補強設計･改修 2戸
・耐震ｼｪﾙﾀｰ設置 0件

・耐震診断 80戸
・耐震補強設計･改修 7戸
・耐震ｼｪﾙﾀｰ設置 1件

・耐震診断 100戸
・耐震補強設計･改修 10戸
・耐震ｼｪﾙﾀｰ設置 1件

指標
No.

事業名又は取組名 推進方針

B

事業又
は取組
No.

1

令和４年度の状況

・橋梁長寿命化修繕設計業
務委託 外委託5件
・橋梁補修工事（4橋）

橋梁、通学橋、トンネル、道
路付属物（横断歩道橋を含
む）、都市公園施設、河川管
理施設、農業用ため池、防火
水槽等の公共構造物の点検・
改修を実施し、長寿命化及び
耐震化を推進する。

関係機関と協議を行い実施
設計をとりまとめるととも
に、野球場、テニスコート
A、船出広場の取壊し工事
を実施した。

取壊し工事及び再整備工事
実施

公園緑地課

建築指導課

担当課

道路河川課

道路河川課

1



【別表１】重点化施策を推進するための事業又は取組　進捗状況表

起きてはならない
最悪の事態 実績

施策名 2021(R3) 当初計画 実績 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7) 項目 指標値 評価

今後の計画 令和４年度の進捗率
指標
No.

事業名又は取組名 推進方針
事業又
は取組
No.

令和４年度の状況

担当課

目標値(A) 100%

実績値(B) 100%

100% 100% 100% 100% 100% 100%
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A)
100%（道路

下）

実績値(B)
100%（道路

下）

90.0%（道路下） 100%（道路下） 100%（道路下） ー ー ー
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 24%

実績値(B) 24%

0% 24% 24% 47% 100% ー
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 18回

実績値(B) 17回

１回 18回 17回 29回 ー ー
目標値に対する
進捗率(B/A)

94%

・道路下防火水槽補強工事
（6箇所）
・防火水槽撤去工事（1箇
所）
・防火水槽修繕工事（1箇
所）

・水路改修工事及び河川維
持工事(24件)
・四分川・沼川逆水防止樋
門保守点検業務委託(他9
件)

大規模地震等の発生時、ヘリ
コプターによる人員搬送や物
資輸送を円滑に行えるように
するため、消防本部等と連携
を図りながら、消防防災ヘ
リ・ドクターヘリ等のヘリ
ポートの調査を行い、確保・
整備を図る。

関係機関と協議を行い実施
設計をとりまとめるととも
に、野球場、テニスコート
A、船出広場の取壊し工事
を実施した。

取壊し工事及び再整備工事
実施

水害避難の地区研修会の実
施

テニスコートAの整備工事
が完了し、野球場の整備工
事については、令和6年1月
の完成に向けて予定通り進
捗した。

緊急離着陸場のスペース確保及び防災機
能の強化

A

ヘリポートの確
保等の推進

7 7
・緑が丘スポーツ公
園整備事業（再掲）

1-1、1-2、1-3
1-4、1-5、2-2
2-3、2-4、5-3

A

A

B

主要河川の維持管理及び改修整備の実施
率

水害避難の地区研修会の実
施

ー ー

水害避難の地区研修会の実施回数

住民参加型の訓
練及び研修会等
の実施

8 ・水害避難の地区研
修会

1-1、1-2、1-3
2-7、4-2、7-1
7-2 発災時、地域住民等が適切な

行動をとれるよう、住民、自
主防災組織、学校、地区社会
福祉協議会、消防団など各種
団体の協力を得て、避難、避
難所設置・運営、宿泊及び要
配慮者対応等の実践的な訓練
及び研修会等を実施する。

水害避難の地区研修会の実
施

水害避難の地区研修会の実
施

8 地域防災課

6 ・非常備消防事業

1-1、1-4、2-1
2-2、2-3、3-1
5-1、5-2、5-3
5-4、6-3、6-4
7-2

橋梁、通学橋、トンネル、道
路付属物（横断歩道橋を含
む）、都市公園施設、河川管
理施設、農業用ため池、防火
水槽等の公共構造物の点検・
改修を実施し、長寿命化及び
耐震化を推進する。

・道路下防火水槽改修設計
（6箇所）
・道路下防火水槽補強工事
（5箇所）

・防火水槽改修設計
・道路下防火水槽補強工事

6

5

・防火水槽改修設計
・防火水槽補強工事

・防火水槽改修設計
・防火水槽補強工事

・防火水槽改修設計
・防火水槽補強工事

防火水槽改修率

様々な被害を想
定した公共構造
物の耐震化等の
推進

一般河川の補修・浚渫等の
維持管理及び改修整備の実
施

一般河川の補修・浚渫等の
維持管理及び改修整備の実
施

一般河川の補修・浚渫等の
維持管理及び改修整備の実
施

取壊し工事及び再整備工事
実施

再整備工事実施 ー

様々な被害を想
定した公共構造
物の耐震化等の
推進

5 ・一般河川改修事業

1-1、1-4、2-1
2-2、2-3、3-1
5-1、5-2、5-3
5-4、6-3、6-4
7-2

橋梁、通学橋、トンネル、道
路付属物（横断歩道橋を含
む）、都市公園施設、河川管
理施設、農業用ため池、防火
水槽等の公共構造物の点検・
改修を実施し、長寿命化及び
耐震化を推進する。

・水路改修工事及び河川維
持工事(25件)
・四分川・沼川逆水防止樋
門保守点検業務委託(他8
件)

一般河川の補修・浚渫等の
維持管理及び改修整備の実
施

公園緑地課

消防本部
警防課

道路河川課

2



【別表１】重点化施策を推進するための事業又は取組　進捗状況表

起きてはならない
最悪の事態 実績

施策名 2021(R3) 当初計画 実績 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7) 項目 指標値 評価

今後の計画 令和４年度の進捗率
指標
No.

事業名又は取組名 推進方針
事業又
は取組
No.

令和４年度の状況

担当課

目標値(A) 100%

実績値(B) 100%

100% 100% 100% 100% 100% 100%
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 年間36回

実績値(B) 年間30回

年間31回 年間36回 年間30回 年間43回 年間43回 年間43回
目標値に対する
進捗率(B/A)

83%

目標値(A) 24.15%

実績値(B) 24.15%

19.6% 24.15% 24.15% 27.60% 31.05% 34.50%
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 92.1%

実績値(B) 90.6%

90.6% 92.1% 90.6% 93.5% 95.0% 96.4%
目標値に対する
進捗率(B/A)

98%

消防ポンプ自動車1台、小
型動力ポンプ積載車7台、
小型動力ポンプ4台を更新
した。（小型動力ポンプ積
載車3台は令和3年度からの
繰越分）

子どもBOUSAI教育こうふの
実施

アフターフォロー対象地区
への水害避難の地区研修会
を予定どおり実施し、地区
防災計画の見直しと水害避
難項目の追加について自治
会長等に周知した。

A

B

耐震性貯水槽設置充足率

消防ポンプ自動車・小型動力ポンプ積載
車・小型動力ポンプ更新実施率

A

B

地区防災計画のアフター
フォローの実施

地区防災計画アフターフォロー実施率

住民参加型の訓
練及び研修会等
の実施

10
・子どもBOUSAI教育
こうふ

1-1、1-2、1-3
2-7、4-2、7-1
7-2 発災時、地域住民等が適切な

行動をとれるよう、住民、自
主防災組織、学校、地区社会
福祉協議会、消防団など各種
団体の協力を得て、避難、避
難所設置・運営、宿泊及び要
配慮者対応等の実践的な訓練
及び研修会等を実施する。

子どもBOUSAI教育こうふの
実施

子どもBOUSAI教育こうふの
実施

子どもBOUSAI教育こうふの
実施

子どもBOUSAI教育こうふの
実施

子どもBOUSAI教育こうふの
実施

子どもBOUSAI教育こうふの実施回数

住民参加型の訓
練及び研修会等
の実施

地区防災計画のアフター
フォローの実施

地区防災計画のアフター
フォローの実施

自主防災組織・
消防団の防災資
機材等の整備促
進

消防ポンプ自動車1台、小
型動力ポンプ積載車1台、
小型動力ポンプ4台を更新
した。（小型動力ポンプ積
載車3台は令和4年度へ繰
越）

消防ポンプ自動車、小型動
力ポンプ積載車、小型動力
ポンプの更新

自主防災組織・消防団が使用
する消防ポンプ自動車、小型
動力ポンプ積載車、小型動力
ポンプ、非常用発電機、ロー
プ、ライト、耐震性貯水槽、
救助用資機材について、各種
助成事業等を活用した整備を
促進する。

自主防災組織・
消防団の防災資
機材等の整備促
進

自主防災組織・消防団が使用
する消防ポンプ自動車、小型
動力ポンプ積載車、小型動力
ポンプ、非常用発電機、ロー
プ、ライト、耐震性貯水槽、
救助用資機材について、各種
助成事業等を活用した整備を
促進する。

新設耐震性貯水槽設置
（2基：100㎥・60㎥）

耐震性貯水槽の整備促進 耐震性貯水槽の整備促進 耐震性貯水槽の整備促進 耐震性貯水槽の整備促進

消防ポンプ自動車、小型動
力ポンプ積載車、小型動力
ポンプの更新

9 ・地区防災計画のア
フターフォロー

1-1、1-2、1-3
2-7、4-2、7-1
7-2 発災時、地域住民等が適切な

行動をとれるよう、住民、自
主防災組織、学校、地区社会
福祉協議会、消防団など各種
団体の協力を得て、避難、避
難所設置・運営、宿泊及び要
配慮者対応等の実践的な訓練
及び研修会等を実施する。

新型コロナウイルスの感染
拡大により研修会は実施困
難であるため、電話連絡、
個別訪問を含めたアフター
フォローを、対象の全62自
治会に実施した。

地区防災計画のアフター
フォローの実施

12
・非常備消防事業
（再掲）

1-1、1-2、1-3
1-4、1-5、2-3

11 ・非常備消防事業

1-1、1-2、1-3
1-4、1-5、2-3

消防ポンプ自動車、小型動
力ポンプ積載車、小型動力
ポンプの更新

消防ポンプ自動車、小型動
力ポンプ積載車、小型動力
ポンプの更新

地域防災課

新設耐震性貯水槽設置
（2基：100㎥・60㎥）

9

10

11

12
消防本部
警防課

消防本部
人事課

地域防災課

3



【別表１】重点化施策を推進するための事業又は取組　進捗状況表

起きてはならない
最悪の事態 実績

施策名 2021(R3) 当初計画 実績 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7) 項目 指標値 評価

今後の計画 令和４年度の進捗率
指標
No.

事業名又は取組名 推進方針
事業又
は取組
No.

令和４年度の状況

担当課

目標値(A) 年間7名

実績値(B) 年間6名

年間6名 年間7名 年間6名 年間7名 年間7名 ー
目標値に対する
進捗率(B/A)

86%

目標値(A) 年間4回

実績値(B) 年間4回

年間4回 年間4回 年間4回 年間4回 年間4回 年間4回
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 16%

実績値(B) 16%

8% 16% 16% 36% 46% 56%
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 1%

実績値(B) 2%

ー 1% 2% 1% 3% 6%
目標値に対する
進捗率(B/A)

200%

小中学校校舎老朽化リ
ニューアル工事（湯田小学
校・国母小学校・新田小学
校・西中学校）を行った。

・南西団地2号棟外壁改修
工事
・南西団地4号棟外壁他改
修工事
・南西団地6号棟外壁他改
修工事

対象職員への動画研修の実
施及び災害対策本部事務局
訓練、土砂災害・全国防災
訓練、Ｌアラート全国合同
訓練に伴う入力訓練を実施
した。

地域で防災リーダーの中心
となって活動する防災士を
育成のため、資格取得の助
成を行った。

様々な被害を想
定した市営住宅
の長寿命化等の
推進

市営住宅の点検・改修を実施
し、長寿命化等を推進する。

15
・市営住宅長寿命化
改良事業

1-1、2-1、6-3

14
・甲府市総合防災情
報システム操作研修
及び入力訓練

16 16
・小中学校施設長寿
命化改良事業

1-1、3-1、6-4

公共建築物の点検・改修を実
施し、長寿命化等を推進す
る。

ー
小中学校老朽化リニューア
ル工事

小中学校長寿命化改良工事 小中学校長寿命化改良工事 小中学校長寿命化改良工事

小中学校長寿命化改良工事の実施率

A
様々な被害を想
定した公共建築
物の長寿命化等
の推進

市営住宅長寿命化改良工事の実施率

A

研修会・入力訓練の実施 研修会・入力訓練の実施 研修会・入力訓練の実施

研修会・入力訓練の実施回数

総合的な防災情
報システムの運
用

地域における災
害対応体制の強
化

B

A

地域で防災リーダーの中心
となって活動する防災士を
育成するため、資格取得の
助成を行う。

地域で防災リーダーの中心
となって活動する防災士を
育成するため、資格取得の
助成を行う。

ー

・南西団地１号棟外壁他改
修工事
・南西団地３号棟外壁他改
修工事

市営住宅長寿命化計画に基
づき、南西団地２号棟等の
改修を実施

市営住宅長寿命化計画に基
づき、南西団地７号棟等の
改修を実施

市営住宅長寿命化計画に基
づき、後屋団地１号棟等の
改修を実施

市営住宅長寿命化計画に基
づき、後屋団地３号棟等の
改修を実施

災害時の自主防災組織におい
て中心的な活動を行う人材で
ある、防災リーダーや防災士
等の養成を促進する。

地域で防災リーダーの中心
となって活動する防災士を
育成のため、資格取得の助
成を行った。

地域で防災リーダーの中心
となって活動する防災士を
育成するため、資格取得の
助成を行う。

1-1、1-3、1-4
1-5、2-1、2-2
2-3、2-5、2-7
4-1、4-2、5-2
6-3、7-1

迅速かつ的確な初動対応を実
現するため、県と情報を共
有・提供するためのITを活用
した「甲府市総合防災情報シ
ステム」を運用するととも
に、引き続き必要な機能につ
いて調査を行う。

対象職員への動画研修の実
施及び災害対策本部事務局
訓練、土砂災害・全国防災
訓練、Ｌアラート全国合同
訓練に伴う入力訓練を実施
した。

研修会・入力訓練の実施

13
・甲府市防災士資格
取得促進助成金交付
事業

1-1、1-2、1-3
1-4、2-3、8-2

取得人数

13

14

15

教育施設課

防災企画課

住宅課

防災企画課
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【別表１】重点化施策を推進するための事業又は取組　進捗状況表

起きてはならない
最悪の事態 実績

施策名 2021(R3) 当初計画 実績 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7) 項目 指標値 評価

今後の計画 令和４年度の進捗率
指標
No.

事業名又は取組名 推進方針
事業又
は取組
No.

令和４年度の状況

担当課

目標値(A) 80%

実績値(B) 76%

79% 80% 76% 87% 93% 98%
目標値に対する
進捗率(B/A)

95%

目標値(A) 72%

実績値(B) 68%

66% 72% 68% 78% 84% 89%
目標値に対する
進捗率(B/A)

94%

目標値(A)
42件　/
68件

実績値(B)
40件　/
57件

37件　/　43件 42件　/　68件 40件　/　57件 47件　/　118件 54件　/　168件 61件　/　218件
目標値に対する
進捗率(B/A)

95％　/　84%

目標値(A) 年間6回

実績値(B) 年間6回

年間6回 年間6回 年間6回 年間6回 年間6回 年間6回
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

防災リーダー研修会を開催
した。

耐震診断 35件
耐震設計  2件
耐震改修  3件
ﾌﾞﾛｯｸ塀等耐震改修 14件

空家等の所有者及び緊急時の連絡先の把
握率

研修会開催回数

A

B

B

Ｂ/Ｂ

19
20

1-1、7-1

21 ・防災リーダー研修

1-2、1-3、1-4
2-5

家具の転倒防止、建物耐震
化、初期消火、自主防災組
織、危険地域、指定避難場所
の所在、避難所での生活及び
帰宅困難者対策等の有用かつ
必要な情報を住民へ提供し、
防災意識の啓発を図る。

防災リーダー研修会を開催
した。

防災リーダーの育成を図る
ため、研修会を開催する。

管理不全な空き
家の倒壊の防止
及び沿線沿道の
閉塞の早期解消

空き家の所有者の特定及び
緊急時の連絡先の把握

空き家の所有者の特定及び
緊急時の連絡先の把握

空き家の所有者の特定及び
緊急時の連絡先の把握

防災リーダーの育成を図る
ため、研修会を開催する。

防災リーダーの育成を図る
ため、研修会を開催する。

防災リーダーの育成を図る
ため、研修会を開催する。

避難路沿道建築
物等の耐震化の
促進

避難路沿道に接した一定規模
の高さの建築物やブロック塀
等の所有者への普及啓発を行
い、災害発生時に円滑な避難
や物資の輸送ができるように
建築物やブロック塀等の耐震
化を促進する。

耐震診断 14件
耐震設計  1件
耐震改修  3件
ﾌﾞﾛｯｸ塀等耐震改修 17件

耐震診断 20件
耐震設計  3件
耐震改修  5件
ﾌﾞﾛｯｸ塀等耐震改修 25件

耐震診断 21件
耐震設計  1件
耐震改修  5件
ﾌﾞﾛｯｸ塀等耐震改修 50件

耐震設計  7件
耐震改修  7件
ﾌﾞﾛｯｸ塀等耐震改修 50件

耐震設計  7件
耐震改修  7件
ﾌﾞﾛｯｸ塀等耐震改修 50件

ホームページ、
講演会等を活用
した防災関連情
報の提供

・建築物耐震化支援
事業（再掲）

1-1、2-4、3-1
5-3、6-3、7-1

特定空家等除却率

管理不全な空き
家の倒壊の防止
及び沿線沿道の
閉塞の早期解消

18
・空き家情報提供制
度

1-1、7-1

空家等実態調査結果や市民等
からの情報に基づき空き家の
状況把握に努めるとともに、
危険な空き家については、
「特定空家等」に認定する中
で、所有者等に対し除却費助
成制度の活用により、早期の
除却等を指導していく。
災害復旧の妨げとなる倒壊家
屋等については、速やかな除
去等が進められるよう、空き
家情報提供制度を活用して、
所有者等の特定及び連絡先の
把握に努める。

空き家所有者に対し空き家
情報カードを送付し、970
件の情報提供を得られた。

空き家の所有者の特定及び
緊急時の連絡先の把握

空家等実態調査結果や市民等
からの情報に基づき空き家の
状況把握に努めるとともに、
危険な空き家については、
「特定空家等」に認定する中
で、所有者等に対し除却費助
成制度の活用により、早期の
除却等を指導していく。
災害復旧の妨げとなる倒壊家
屋等については、速やかな除
去等が進められるよう、空き
家情報提供制度を活用して、
所有者等の特定及び連絡先の
把握に努める。

・特定空家等について、助
成制度を利用し9棟除却さ
れた。
・制度見直しの結果、指定
要件を満たす場合に、補助
率を上乗せすることとし
た。

新制度の運用を通じた特定
空家等の除却の促進

制度の運用を通じた特定空
家等の除却の促進

制度の運用を通じた特定空
家等の除却の促進

制度の運用を通じた特定空
家等の除却の促進

避難路沿道建築物耐震化件数 / ﾌﾞﾛｯｸ塀
等耐震改修件数

17
・甲府市特定空家等
除却費助成

空き家所有者に対し空き家
情報カードを送付し、56件
の情報提供を得られた。

特定空家等について、助成
制度を利用し2棟除却され
た。

17-1

17-2

18

19 防災企画課

建築指導課

空き家対策
課

空き家対策
課
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【別表１】重点化施策を推進するための事業又は取組　進捗状況表

起きてはならない
最悪の事態 実績

施策名 2021(R3) 当初計画 実績 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7) 項目 指標値 評価

今後の計画 令和４年度の進捗率
指標
No.

事業名又は取組名 推進方針
事業又
は取組
No.

令和４年度の状況

担当課

目標値(A) 年間3回

実績値(B) 年間6回

年間7回 年間3回 年間6回 年間3回 年間3回 年間3回
目標値に対する
進捗率(B/A)

200%

目標値(A) 100%

実績値(B) 100%

40% 100% 100% ー ー ー
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 年間40基

実績値(B) 年間32基

年間４０基 年間４０基 年間３２基 年間４０基 年間４０基 年間４０基
目標値に対する
進捗率(B/A)

80%

目標値(A) 96.9%

実績値(B) 97.2%

96.6% 96.9% 97.2% 97.3% 97.6% 97.9%
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

新設消火栓設置（10栓）

消火栓器具格納箱の新規設
置及び既設格納箱修繕等の
維持管理を行った。

全ての地区について、防災
カルテの策定を行った。

市ＨＰ、広報誌等で防災関
連情報の周知・啓発をし
た。
また、防災情報WEBでは、
災害時生活用水協力井戸の
情報を更新した。

A

消火栓の設置（10栓）

ホームページ、
講演会等を活用
した防災関連情
報の提供

23 ・防災カルテ

1-2、1-3、1-4
2-5

1-2

24
・消火栓器具の設置
及び維持管理

1-2

災害発生時に自主防災組織等
が消火活動を実施できるよ
う、消火栓及び消火栓器具格
納箱等の設置推進を図るとと
もに、適切に使用できるよう
維持管理をしていく。

消火栓、消火栓
器具等の設置推
進及び維持管理

災害発生時に自主防災組織等
が消火活動を実施できるよ
う、消火栓及び消火栓器具格
納箱等の設置推進を図るとと
もに、適切に使用できるよう
維持管理をしていく。

消火栓器具の設置及び維持
管理を行う。

消火栓器具の設置及び維持
管理を行う。

消火栓格納箱新規設置数

消火栓、消火栓
器具等の設置推
進及び維持管理

消火栓器具格納箱の新規設
置及び、既設格納箱修繕等
の維持管理を行った。

消火栓器具の設置及び維持
管理を行う。

B

A

消火栓設置充足率

新設消火栓設置（10栓） 消火栓の設置（10栓） 消火栓の設置（10栓） 消火栓の設置（10栓）

消火栓器具の設置及び維持
管理を行う。

・防災カルテの見直し
・地域説明会の実施

・防災カルテの策定に関す
る検討
・防災カルテの策定

・防災カルテの見直し
・地域説明会の実施

・防災カルテの見直し
・地域説明会の実施

家具の転倒防止、建物耐震
化、初期消火、自主防災組
織、危険地域、指定避難場所
の所在、避難所での生活及び
帰宅困難者対策等の有用かつ
必要な情報を住民へ提供し、
防災意識の啓発を図る。

25 ・消火栓設置事業

防災カルテの策定につい
て、他自治体の情報を収集
するなど、検討を行った。

周知・啓発

防災情報の周知・啓発回数

A

ホームページ、
講演会等を活用
した防災関連情
報の提供

22

・市HP、広報誌、防
災情報WEB、防災情報
コーナーを活用した
防災関連情報の提供

1-2、1-3、1-4
2-5

家具の転倒防止、建物耐震
化、初期消火、自主防災組
織、危険地域、指定避難場所
の所在、避難所での生活及び
帰宅困難者対策等の有用かつ
必要な情報を住民へ提供し、
防災意識の啓発を図る。

広報誌で防災関連情報の周
知・啓発をした。
また、防災情報Webでは、
甲府市洪水ハザードマップ
の改訂に伴い、体感ハザー
ドマップの情報を更新し
た。

周知・啓発 周知・啓発 周知・啓発

防災カルテ策定率

20

21

22

23
消防本部
警防課

地域防災課

地域防災課

防災企画課
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【別表１】重点化施策を推進するための事業又は取組　進捗状況表

起きてはならない
最悪の事態 実績

施策名 2021(R3) 当初計画 実績 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7) 項目 指標値 評価

今後の計画 令和４年度の進捗率
指標
No.

事業名又は取組名 推進方針
事業又
は取組
No.

令和４年度の状況

担当課

目標値(A) 100%(道路下)

実績値(B) 100%(道路下)

90.0%（道路下） 100%（道路下） 100%（道路下） ー ー ー
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 年間1回

実績値(B) 年間1回

年間1回 年間1回 年間1回 年間1回 年間1回 年間1回
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 年間1回

実績値(B) 年間1回

年間1回 年間1回 年間1回 年間1回 年間1回 年間1回
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 年間1回

実績値(B) 年間1回

年間1回 年間1回 年間1回 年間1回 年間1回 年間1回
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

避難行動要支援者名簿の更
新を実施した。

要配慮者支援班に関する研
修会兼ワーキンググループ
で、個別計画の作成につい
て関係課と作成手法の検討
を行った。

変更点が無いため、全体計
画の見直しは実施しなかっ
た。

・道路下防火水槽補強工事
（6箇所）
・防火水槽撤去工事（1箇
所）
・防火水槽修繕工事（1箇
所）

名簿の更新回数

防火水槽改修率

A

A

A

全体計画の見直しに伴う検討回数

A

27
28

除
外

(

指
標
N
O
.
6
と
重
複

)

避難行動要支援
者名簿の更新

避難行動要支援者名簿の更
新

避難行動要支援者名簿の更
新

28

・避難行動要支援者
名簿の更新
・個人情報提供に関
する同意書の不同意
者及び未回答者への
意思確認

1-3、2-2、4-2

避難支援等関係者が避難行動
要支援者を把握するため、１
年に１回名簿の更新を行う。

避難行動要支援者名簿の更
新を実施した。

避難行動要支援者名簿の更
新

避難行動要支援者へ確実な支
援を実施するため、「避難行
動要支援者全体計画」を作成
し、必要に応じて更新を行
う。また、避難行動要支援者
の効果的な避難支援を行うた
め、避難支援等関係者に対
し、避難行動要支援者個別計
画の作成を促進する。

要配慮者支援班に関する研
修会兼ワーキンググループ
で、個別計画の作成が努力
義務化になったことに伴
い、作成促進手法について
今後協議させてもらう旨を
報告した。

関係団体への協力依頼およ
び個別計画作成の促進手法
の検討

防火水槽の点検・改修を実施
し、長寿命化及び耐震化を推
進する。

・道路下防火水槽改修設計
（6箇所）
・道路下防火水槽補強工事
（5箇所）

・防火水槽改修設計
・道路下防火水槽補強工事

避難行動要支援者名簿の更
新

・防火水槽改修設計
・防火水槽補強工事

・防火水槽改修設計
・防火水槽補強工事

・防火水槽改修設計
・防火水槽補強工事

防火水槽の耐震
化等の推進

避難行動要支援
者全体計画の作
成及び避難行動
要支援者個別計
画の作成の促進

27
・避難支援等関係者
への個別計画作成の
促進

1-3、1-5、2-2

26
・避難行動要支援者
全体計画の随時見直
し

1-3、1-5、2-2
避難行動要支援者へ確実な支
援を実施するため、「避難行
動要支援者全体計画」を作成
し、必要に応じて更新を行
う。また、避難行動要支援者
の効果的な避難支援を行うた
め、避難支援等関係者に対
し、避難行動要支援者個別計
画の作成を促進する。

法改正（個別避難計画の作
成が努力義務化）があった
が、本市では、個別避難計
画の作成に平成27年度から
取り組んでいるため、全体
計画の見直しは実施しな
かった。

避難行動要支援者全体計画
の随時見直し

24
・非常備消防事業
（再掲）

1-2、7-1

関係団体への協力依頼回数

避難行動要支援
者全体計画の作
成及び避難行動
要支援者個別計
画の作成の促進

25

26

関係団体への協力依頼およ
び個別計画作成の促進手法
の検討

個別計画作成の促進 個別計画作成の促進

避難行動要支援者全体計画
の随時見直し

避難行動要支援者全体計画
の随時見直し

避難行動要支援者全体計画
の随時見直し

防災企画課

防災企画課

防災企画課

消防本部
警防課

7



【別表１】重点化施策を推進するための事業又は取組　進捗状況表

起きてはならない
最悪の事態 実績

施策名 2021(R3) 当初計画 実績 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7) 項目 指標値 評価

今後の計画 令和４年度の進捗率
指標
No.

事業名又は取組名 推進方針
事業又
は取組
No.

令和４年度の状況

担当課

目標値(A) 100%

実績値(B) 100%

100% 100% 100% 100% 100% 100%
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) ー

実績値(B) ー

ー ー ー ー 18% 18%
目標値に対する
進捗率(B/A)

ー

造林（間伐）事業・森林作
業道開設事業業務委託

目標値(A) 10.50ha

実績値(B) 10.05ha

11.61ha 10.50ha 10.05ha 10.00ha 10.00ha 10.00ha
目標値に対する
進捗率(B/A)

96%

目標値(A) 12%

実績値(B) 12%

6% 12% 12% 18% 24% 30%
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

B

A

・水路改修工事及び河川維
持工事(24件)
・四分川・沼川逆水防止樋
門保守点検業務委託(他9
件)

森林経営管理制度に基づく意向調査実施
率

市有林整備面積

主要河川の維持管理及び改修整備の実施
率

A

・森林経営管理制度業務委
託(測量・森林整備)
・森林経営管理制度に係る
事前準備データ構築業務委
託

・一般河川改修事業
（再掲）

1-3

準用河川や幹線水路等の整備
及び適正な維持管理、機能保
全対策を推進する。

浚渫等の河川維持工事及び
水路改修工事を予定どおり
実施した。

一般河川の補修・浚渫等の
維持管理及び改修整備の実
施

一般河川の補修・浚渫等の
維持管理及び改修整備の実
施

一般河川の補修・浚渫等の
維持管理及び改修整備の実
施

一般河川の補修・浚渫等の
維持管理及び改修整備の実
施

浸水被害軽減の
推進

民有林における森林経営管
理制度に基づく森林整備
（意向調査・集積計画策
定・森林整備等）

民有林における森林経営管
理制度に基づく森林整備
（意向調査・集積計画策
定・森林整備等）

民有林における森林経営管
理制度に基づく森林整備
（意向調査・集積計画策
定・森林整備等）

森林の公益的機
能の維持・増進

民有林における森林経営管
理制度に基づく森林整備
（集積計画策定・森林整
備）

林政課

林政課

30
・森づくり推進事業
（再掲）

1-4、7-4

市有林の年次的な整備を進め
るとともに、市民との協働に
よる森づくりや整備されてい
ない民有林の調査等を行う中
で、計画的な森林整備を推進
する。

森林経営管理制度業務委託

市有林の年次的な整備を進め
るとともに、市民との協働に
よる森づくりや整備されてい
ない民有林の調査等を行う中
で、計画的な森林整備を推進
する。

造林（間伐）事業・森林作
業道開設事業業務委託

市有林における森林整備

29 ・森づくり推進事業

1-4、7-4

森林の公益的機
能の維持・増進

除
外

(

N
O
.
5
と
重
複

)

30

甲府市浄化センター等耐水
化計画の策定

ー

市有林における森林整備 市有林における森林整備 市有林における森林整備

除
外

（

Ｒ
4
指
標
値
な
し
）

31-1

31-2

ー
②甲府市浄化センター等耐
水化実施設計

・処理場等施設耐水
化事業

1-3

耐水化計画を策定し、処理
場・ポンプ場等の計画的な耐
水化を推進する。

②甲府市浄化センター等耐
水化工事及び実施設計

②甲府市浄化センター等耐
水化実施設計

甲府市浄化センター等施設の耐水化率

ー

下水道施設の耐
水化の推進

29

浄化セン
ター

道路河川課
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【別表１】重点化施策を推進するための事業又は取組　進捗状況表

起きてはならない
最悪の事態 実績

施策名 2021(R3) 当初計画 実績 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7) 項目 指標値 評価

今後の計画 令和４年度の進捗率
指標
No.

事業名又は取組名 推進方針
事業又
は取組
No.

令和４年度の状況

担当課

目標値(A) 年間2回

実績値(B) 年間2回

年間2回 年間2回 年間2回 年間2回 年間2回 年間2回
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 18.85%

実績値(B) 18.87%

18.11% 18.85% 18.87% 19.99% 21.13% 22.27%
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

・湯村山隧道配水池更新
(繰越)

目標値(A) 85.08%

実績値(B) 85.08%

85.08% 85.08% 85.08% 85.08% 85.08% 85.08%
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 100%

実績値(B) 100%

94% 100% 100% ー ー ー
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

・道路台帳作成
・道路改良工事
・物件移転補償
・山梨県代行事業負担金

・中区配水池更新詳細設計
(繰越)
・北部第2ポンプ場事業用
地取得

・湯村山隧道配水池更新
(繰越)

緊急輸送路とな
る幹線道路網の
整備の推進

34
・和戸町竜王線整備
事業

2-1、2-2、3-1
5-3、6-3

大規模災害発生時の応急対策
活動（避難、救助、物資輸送
等）を広域的かつ効果的に実
施するため、
・緊急輸送路となる幹線道路
・緊急輸送道路と連絡し、避
難路となる生活道路
・災害発生時の物流拠点への
アクセスとなり得る接続道路
を整備推進する。

・道路改良工事
・物件移転補償
・山梨県代行事業負担金

・道路台帳作成
・山梨県代行事業負担金

A

A

A

基幹管路を始めとする重要給
水施設管路の耐震化を優先し
て推進する。また、上水道施
設について、耐震診断結果に
基づき耐震化を推進する。

耐震管率

施設の耐震化率

路線整備率

A

更新回数

基幹管路を始めとする重要給
水施設管路の耐震化を優先し
て推進する。また、上水道施
設について、耐震診断結果に
基づき耐震化を推進する。

50本の工事を発注し、
13,483ｍの耐震化を完了し
た。

水道管路の耐震化

発生が予想される大規模災害
を想定し、活動に必要となる
資機材や発災後３日間程度の
非常食等の備蓄を確保・維持
する。また、女性や要配慮者
のニーズに配慮した備蓄を推
進する。

粉ミルク、液体ミルクの更
新を実施した。

粉ミルク、液体ミルク、紙
おむつの更新

粉ミルク、液体ミルク、生
理用品、紙おむつの更新

37本の工事を発注し、
8,334ｍの耐震化を完了し
た。

31
・女性、乳幼児、高
齢者等に配慮した備
蓄品の維持・更新

粉ミルク、液体ミルク、紙
おむつの更新

粉ミルク、液体ミルク、生
理用品、紙おむつの更新

1-5、2-1、2-2
2-5、2-7、2-8、
6-4 粉ミルク、液体ミルク、紙

おむつ、おしりふき、使い
捨て哺乳瓶の更新を実施し
た。

33
・配水施設等更新事
業

2-1、2-4、2-7
2-8、3-1、6-2
7-1

上水道施設の耐
震化の推進

・中区配水池更新
・中区配水池更新
・北部第2ポンプ場改良

・中区配水池更新
・北部第2ポンプ場改良

（山梨県代行事業負担金の
みR9まで執行予定）

ー ー

避難所等への公
的備蓄の促進(資
機材、非常食の
確保)

32
・水道管路耐震化事
業

2-1、2-4、2-7
2-8、3-1、6-2
7-1

水道課

防災企画課

水道管路の耐震化 水道管路の耐震化 水道管路の耐震化

上水道施設の耐
震化の推進

都市整備課

水道課

32

33

34

35
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【別表１】重点化施策を推進するための事業又は取組　進捗状況表

起きてはならない
最悪の事態 実績

施策名 2021(R3) 当初計画 実績 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7) 項目 指標値 評価

今後の計画 令和４年度の進捗率
指標
No.

事業名又は取組名 推進方針
事業又
は取組
No.

令和４年度の状況

担当課

目標値(A) 5%

実績値(B) 5%

2% 5% 5% 20% 40% 63%
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 100%

実績値(B) 100%

69% 100% 100% ー ー ー
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 2%

実績値(B) 2%

1% 2% 2% 3% 7% 30%
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 2%

実績値(B) 2%

1% 2% 2% 3% 6% 40%
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

詳細設計

詳細設計

・道路改良工事
・台帳作成

用地測量・補償算定

・高畑町昇仙峡線整
備事業

2-1、2-2、3-1
5-3、6-3

ー

都市整備課

都市整備課

用地買収

36
・国玉通り線整備事
業

A

A

A

路線整備率

大規模災害発生時の応急対策
活動（避難、救助、物資輸送
等）を広域的かつ効果的に実
施するため、
・緊急輸送路となる幹線道路
・緊急輸送道路と連絡し、避
難路となる生活道路
・災害発生時の物流拠点への
アクセスとなり得る接続道路
を整備推進する。

高畑町昇仙峡線のうち、整
備優先路線・工区である
「池田工区」を事業化し
た。

用地測量

A

詳細設計

2-1、2-2、3-1
5-3、6-3

大規模災害発生時の応急対策
活動（避難、救助、物資輸送
等）を広域的かつ効果的に実
施するため、
・緊急輸送路となる幹線道路
・緊急輸送道路と連絡し、避
難路となる生活道路
・災害発生時の物流拠点への
アクセスとなり得る接続道路
を整備推進する。

緊急輸送路とな
る幹線道路網の
整備の推進

37
・住吉四丁目善光寺
線整備事業

2-1、2-2、3-1
5-3、6-3

大規模災害発生時の応急対策
活動（避難、救助、物資輸送
等）を広域的かつ効果的に実
施するため、
・緊急輸送路となる幹線道路
・緊急輸送道路と連絡し、避
難路となる生活道路
・災害発生時の物流拠点への
アクセスとなり得る接続道路
を整備推進する。

38

ー ー

路線整備率

緊急輸送路とな
る幹線道路網の
整備の推進

用地測量、補償算定 用地買収、補償算定 用地買収

路線整備率

路線整備率

緊急輸送路とな
る幹線道路網の
整備の推進

用地買収、補償算定
、用地測量

用地買収、補償算定
、用地測量

・用地買収
・用地買収
・工事施工

大規模災害発生時の応急対策
活動（避難、救助、物資輸送
等）を広域的かつ効果的に実
施するため、
・緊急輸送路となる幹線道路
・緊急輸送道路と連絡し、避
難路となる生活道路
・災害発生時の物流拠点への
アクセスとなり得る接続道路
を整備推進する。

詳細設計 用地測量・補償算定

2-1、2-2、3-1
5-3、6-3

緊急輸送路とな
る幹線道路網の
整備の推進

・道路改良工事
・設計照査業務委託
・物件移転補償

・道路改良工事
・台帳作成

都市整備課

住吉四丁目善光寺線のう
ち、整備優先路線・工区で
ある「善光寺工区」を事業
化した。

詳細設計

35
・城東三丁目敷島線
整備事業
（伊勢工区Ⅰ期）

都市整備課36

37

38

39
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【別表１】重点化施策を推進するための事業又は取組　進捗状況表

起きてはならない
最悪の事態 実績

施策名 2021(R3) 当初計画 実績 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7) 項目 指標値 評価

今後の計画 令和４年度の進捗率
指標
No.

事業名又は取組名 推進方針
事業又
は取組
No.

令和４年度の状況

担当課

目標値(A) 100%

実績値(B) 100%

100% 100% 100% 100% 100% 100%
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 100%

実績値(B) 86%

54% 100% 86% 100% 100% 100%
目標値に対する
進捗率(B/A)

86%

目標値(A)
延長（ｍ）

2,600

実績値(B)
延長（ｍ）

2,681

延長（ｍ）　2,535 延長（ｍ）　2,600 延長（ｍ）　2,681 延長（ｍ）　2,500 延長（ｍ）　2,400 延長（ｍ）　4,000
目標値に対する
進捗率(B/A)

103%

目標値(A) 年間4箇所

実績値(B) 年間4箇所

年間4箇所 年間4箇所 年間4箇所 年間4箇所 年間0箇所 年間3箇所
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

・和田平東線整備
・富士見中線整備
・宿・下曽根線整備

都市整備課

林政課

40 ・市道新設改良事業

整備事業の実施率

予算に対する工事の実積率
(1)市営林道御岳線(2級)修
繕工事
(2)林道御岳線改良工事
(3)林道池の平線改良工事
（伝丈橋）
(4)橋梁修繕設計業務委託
(竜の平橋）
(5)橋梁改良設計業務委託
(蛇淵桟道橋）

管路耐震化延長（現計画_最終令和5年
度）

マンホールトイレ設置箇所数
（現計画_最終令和5年度）

41

2-1、2-2、3-1
5-3、6-3

下水道施設の耐
震化の推進

A

39 ・林道維持管理事業

2-1、2-2、5-3
6-3

中山間地域集落
の孤立化防止の
ための林道網の
整備

災害時の孤立集落解消や迂回
路としての活用が期待される
山村地域の生活基盤となる林
道を整備する。

(1)市営林道御岳線(2級)修
繕工事
(2)市営林道高成線水路改
良工事

林道改良工事 林道改良工事 林道改良工事

下水道課

計画課
下水道課

42
・下水道地震対策事
業（管路）（再掲）

2-1、2-4、2-7
2-8、3-1、6-2
7-1

地震に対する下水道施設の安
全度を高め、下水道が有する
機能を確保するため、甲府市
下水道総合地震対策計画に基
づき管路及び処理場等施設の
耐震化を推進する。

・マンホールトイレ実施設
計業務委託
・マンホールトイレ設置工
事４箇所

マンホールトイレの整備

地震に対する下水道施設の安
全度を高め、下水道が有する
機能を確保するため、甲府市
下水道総合地震対策計画に基
づき管路及び処理場等施設の
耐震化を推進する。

・和田平東線整備
・朝日荒川線
・宿・下曽根線整備
・浜下曽根線整備

・和田平東線整備
・中上今井線整備
・浜下曽根線整備
・朝日荒川線

A

B

・下水道総合地震対策耐震
診断調査等業務委託(R3-2)
・下水道総合地震対策耐震
診断調査等業務委託(特環
甲府R3-1)
・下水道管路耐震実施設計
業務委託(R3-1)

管路の耐震化

林道改良工事

緊急輸送道路に
指定されている
路線等の整備、
維持管理

・和田平東線整備
・富士見中線整備
・宿・下曽根線整備

・和田平東線整備
・宿・下曽根線整備

・和田平東線整備
・宿・下曽根線整備

A

緊急輸送道路等の歩道整備、
無電柱化等、総合的な交通安
全対策を実施することによ
り、地域における生活空間の
安全確保を推進する。

・下水道地震対策計
画策定事業
・下水道地震対策事
業（管路）

2-1、2-4、2-7
2-8、3-1、6-2
7-1

40

41

42
43

43

・下水道総合地震対策耐震
診断調査等業務委託(R4-1)
・下水道管路耐震実施設計
業務委託(R4-1)
・下水道管路耐震実施設計
業務委託(特環甲府R4-1)
・下水道改良工事(地震対
策R4-1)

・マンホールトイレ実施設
計業務委託
・マンホールトイレ設置工
事

管路の耐震化

マンホールトイレの整備
マンホールトイレの整備
（実施設計）

マンホールトイレの整備

下水道施設の耐
震化の推進

管路の耐震化
甲府市下水道総合地震対策
計画（第4期）の策定

管路の耐震化

11



【別表１】重点化施策を推進するための事業又は取組　進捗状況表

起きてはならない
最悪の事態 実績

施策名 2021(R3) 当初計画 実績 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7) 項目 指標値 評価

今後の計画 令和４年度の進捗率
指標
No.

事業名又は取組名 推進方針
事業又
は取組
No.

令和４年度の状況

担当課

目標値(A) 35.63%

実績値(B) 41.38%

33.30% 35.63% 41.38% 39.08% 39.08% 39.08%
目標値に対する
進捗率(B/A)

116%

目標値(A) 50.93%

実績値(B) 53.90%

37.90% 50.93% 53.90% 55.91% 64.43% 72.85%
目標値に対する
進捗率(B/A)

106%

目標値(A) 18.85%

実績値(B) 18.87%

18.11% 18.85% 18.87% 19.99% 21.13% 22.27%
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 25%

実績値(B) 0%

ー 25% 0% 50% 75% 100%
目標値に対する
進捗率(B/A)

0%

耐震管率

A

処理場施設等の調査及び改築計画策定率

C

施設等更新の進捗率

A

計画課
浄化セン
ター

水道管路の耐震化 水道管路の耐震化 水道管路の耐震化

上水道施設の老
朽化対策の推進

漏水事故率の高い老朽管路の
更新を計画的に推進する。ま
た、上水道施設機能の維持向
上を図るため、老朽化した設
備機器の更新を計画的に推進
する。

平瀬浄水場非常用発電機
（継続）・ＩＴＶ・照明設
備ほか更新工事の実施

平瀬浄水場非常用発電機・
照明設備ほか更新工事の実
施

平瀬浄水場ＰＡＣ注入設備
ほか更新工事の実施

平瀬浄水場№1汚泥脱水機
ほか更新工事の実施

平瀬浄水場濃縮槽掻寄機更
新工事の実施

上水道施設の老
朽化対策の推進

47
48

・ストックマネジメ
ント計画策定業務
・処理場等施設の調
査及び改築計画策定

2-1、2-4、2-7
2-8、3-1、6-2
7-1

甲府市公共下水道ストックマ
ネジメント計画に基づき、計
画的に調査・改築を実施し、
管路及び処理場等施設の老朽
化対策を推進する。

甲府市公共下水道ストック
マネジメント計画（第2
期）の策定

処理場等施設の調査 処理場等施設の調査 処理場等施設の調査
処理場施設等の修繕改築計
画策定

下水道施設の老
朽化対策の推進

44
・浄水施設等更新事
業

2-1、2-4、2-7
2-8、3-1、6-2
7-1

45

除
外

(

指
標
N
o
.
3
2
と
重
複

)

46
・水道管路耐震化事
業（再掲）

2-1、2-4、2-7
2-8、3-1、6-2
7-1

漏水事故率の高い老朽管路の
更新を計画的に推進する。ま
た、上水道施設機能の維持向
上を図るため、老朽化した設
備機器の更新を計画的に推進
する。

50本の工事を発注し、
13,483ｍの耐震化を完了し
た。

水道管路の耐震化

水道課

43

・下水道地震対策事
業
（処理場・ポンプ
場）

2-1、2-4、2-7
2-8、3-1、6-2
7-1

A

地震に対する下水道施設の安
全度を高め、下水道が有する
機能を確保するため、甲府市
下水道総合地震対策計画に基
づき管路及び処理場等施設の
耐震化を推進する。

・甲府市浄化センターの建
設工事
・甲府市浄化センタースク
リーンポンプ棟（土木部
分）耐震補強工事

処理場・ポンプ場施設耐震
化工事

処理場・ポンプ場施設耐震
化工事

処理場・ポンプ場施設耐震
診断・実施設計

処理場・ポンプ場施設耐震
診断・実施設計

45

44

・第1ばっ気沈砂池棟他再
構築基本設計
・第１～第3系列最終沈殿
池耐震診断調査業務委託
・甲府市浄化センター内導
水渠ほか耐震診断調査業務
委託
・住吉中継ポンプ場塩素混
和池ほか耐震診断調査業務
委託

平瀬浄水場非常用発電機・
照明設備ほか更新工事の実
施

37本の工事を発注し、
8,334ｍの耐震化を完了し
た。

防災・安全交付金の交付額
減額に伴い、年度内の実施
を見送り次年度に実施す
る。

処理場・ポンプ場施設耐震化率

下水道施設の耐
震化の推進

浄水課

浄化セン
ター
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【別表１】重点化施策を推進するための事業又は取組　進捗状況表

起きてはならない
最悪の事態 実績

施策名 2021(R3) 当初計画 実績 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7) 項目 指標値 評価

今後の計画 令和４年度の進捗率
指標
No.

事業名又は取組名 推進方針
事業又
は取組
No.

令和４年度の状況

担当課

目標値(A) 33%

実績値(B) 35%

18% 33% 35% 56% 76% 100%
目標値に対する
進捗率(B/A)

106%

目標値(A) 100%

実績値(B) 100%

100% 100% 100% 100% 100% 100%
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 14.3%

実績値(B) 3.4%

0% 14% 3.4% 17% 31% 62%
目標値に対する
進捗率(B/A)

24%

目標値(A) 69%

実績値(B) 69%

56% 69% 69% 88% 100% ー
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

小中学校校舎トイレリ
ニューアル工事（大国小学
校・上条中学校）を行っ
た。

処理場等施設修繕改築工事 処理場等施設修繕改築工事 処理場等施設修繕改築工事

処理場等施設修繕改築率

C

下水道施設の老
朽化対策の推進

48 51
・処理場等施設の改
築事業

2-1、2-4、2-7
2-8、3-1、6-2
7-1

甲府市公共下水道ストックマ
ネジメント計画に基づき、計
画的に調査・改築を実施し、
管路及び処理場等施設の老朽
化対策を推進する。

・甲府市浄化センター汚泥
脱水機更新（機械設備）工
事
・甲府市浄化センター汚泥
脱水機更新（機能増設）工
事
・甲府市浄化センター中央
監視設備更新設計業務

処理場等施設修繕改築工事

ストックマネジメント計画に基づく管渠
改善率

トイレリニューアル実施率

下水道課

下水道課

浄化セン
ター

マンホールポンプ施設年間改築率

・管路調査延長Ｌ＝14,000
ｍ
・管きょ改築延長Ｌ＝
2,500ｍ
・鉄蓋改築箇所数Ｎ＝50箇
所
・取付管及びます改築箇所
数Ｎ＝100箇所

・管路調査延長Ｌ＝14,000
ｍ
・管きょ改築延長Ｌ＝
2,550ｍ
・鉄蓋改築箇所数Ｎ＝50箇
所
・取付管及びます改築箇所
数Ｎ＝100箇所

49

・小学校老朽化リ
ニューアル事業
・中学校老朽化リ
ニューアル事業

2-1、2-5、2-8
3-1

A

教育施設課

A

A

46

・管路調査延長Ｌ＝14,000
ｍ
・管きょ改築延長Ｌ＝
2,600ｍ
・鉄蓋改築箇所数Ｎ＝50箇
所
・取付管及びます改築箇所
数Ｎ＝100箇所

下水道施設の老
朽化対策の推進

49

50

・マンホールポンプ施設年
間調査箇所数Ｎ＝66箇所
・マンホールポンプ施設年
間改築率100％

・マンホールポンプ施設年
間調査箇所数Ｎ＝61箇所
・マンホールポンプ施設年
間改築率100％

小中学校校舎トイレリ
ニューアル工事（千代田小
学校・東中学校）を行っ
た。

小中学校校舎トイレリ
ニューアル工事

小中学校校舎トイレリ
ニューアル工事

小中学校校舎トイレリ
ニューアル工事

ー

52
53

47
・マンホールポンプ
施設の調査及び改築
事業（管路）

2-1、2-4、2-7
2-8、3-1、6-2
7-1

甲府市公共下水道ストックマ
ネジメント計画に基づき、計
画的に調査・改築を実施し、
管路及び処理場等施設の老朽
化対策を推進する。

・マンホールポンプ施設年
間調査箇所数Ｎ＝58箇所
・マンホールポンプ施設年
間改築率100％

・マンホールポンプ施設年
間調査箇所数Ｎ＝61箇所
・マンホールポンプ施設年
間改築率100％

甲府市公共下水道ストックマ
ネジメント計画に基づき、計
画的に調査・改築を実施し、
管路及び処理場等施設の老朽
化対策を推進する。

・管路調査延長Ｌ＝13,918
ｍ
・管きょ改築延長Ｌ＝
1,689ｍ
・鉄蓋改築箇所数Ｎ＝50箇
所
・取付管及びます改築箇所
数Ｎ＝50箇所

・管路調査延長Ｌ＝10,000
ｍ
・管きょ改築延長Ｌ＝
1,900ｍ
・鉄蓋改築箇所数Ｎ＝50箇
所
・取付管及びます改築箇所
数Ｎ＝100箇所

指定避難所等の
防災機能の強化

児童生徒の快適な学校生活環
境及び災害時の避難所生活に
おける衛生環境等を確保する
ため、老朽化したトイレのド
ライ化・洋式化等の改修工事
を実施・支援する。

・管路施設の調査及
び改築事業（管路）

2-1、2-4、2-7
2-8、3-1、6-2
7-1

・甲府市浄化センター汚泥
脱水機更新（機械設備）工
事
・甲府市浄化センター汚泥
脱水機更新（機能増設）工
事
・甲府市浄化センター送風
機長寿命化工事
・甲府市浄化センター自家
発電設備基本設計業務委託

・管路調査延長Ｌ＝10,615
ｍ
・管きょ改築延長
Ｌ＝1,072ｍ
・鉄蓋改築箇所数Ｎ＝50箇
所
・取付管及びます改築箇所
数Ｎ＝100箇所

・マンホールポンプ施設年
間調査箇所数Ｎ＝61箇所
・マンホールポンプ施設年
間改築率100％

・マンホールポンプ施設年
間調査箇所数Ｎ＝63箇所
・マンホールポンプ施設年
間改築率100％

下水道施設の老
朽化対策の推進
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【別表１】重点化施策を推進するための事業又は取組　進捗状況表

起きてはならない
最悪の事態 実績

施策名 2021(R3) 当初計画 実績 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7) 項目 指標値 評価

今後の計画 令和４年度の進捗率
指標
No.

事業名又は取組名 推進方針
事業又
は取組
No.

令和４年度の状況

担当課

目標値(A) ー

実績値(B) ー

ー ー ー ー 18% 18%
目標値に対する
進捗率(B/A)

ー

目標値(A) 100%

実績値(B) 100%

50% 100% 100% 100% 100% 100%
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 年間1名

実績値(B) 年間1名

年間0名 年間1名 年間1名 年間1名 年間1名 年間1名
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 50%

実績値(B) 42%

12.5% 50% 42% 70% 90% 100%
目標値に対する
進捗率(B/A)

84%

洪水ハザードマップの外国
語版等、防災関連情報を提
供した。

関係機関へ研修開催の周知
を年2回行った。

令和3年度に検証・見直し
を行い、令和4年度に完成
した。
今後は、現状に合わせ、随
時見直しを行っていく。

外国人住民へ多言語による
防災関連情報を提供してい
く

B

提供率（％）
（多言語化数/防災関連情報数）

56

外国人住民へ多言語による
防災関連情報を提供してい
く

外国人住民へ多言語による
防災関連情報を提供してい
く

A

52
・多文化共生推進事
業

2-8、4-2

外国人市民への多言語による
防災関連情報の提供方法、避
難所における外国語表示等の
生活支援体制の整備を推進す
る。

洪水ハザードマップの外国
語版等、防災関連情報を提
供した

外国人住民へ多言語による
防災関連情報を提供してい
く

外国人市民への多言語による
防災関連情報の提供方法、避
難所における外国語表示等の
生活支援体制の整備を推進す
る。

関係機関へ研修開催の周知
を年2回行った。

外国人や外国人との仲介を
行える人材を防災リーダー
として登録し、災害時の外
国人支援を推進する

51
・避難所等における
外国人対応の充実

2-8、4-2

市民課

外国人住民への
支援体制の整備

57

55

外国人防災リーダー登録者数

外国人住民への
支援体制の整備

外国人や外国人との仲介を
行える人材を防災リーダー
として登録し、災害時の外
国人支援を推進する

外国人や外国人との仲介を
行える人材を防災リーダー
として登録し、災害時の外
国人支援を推進する

外国人や外国人との仲介を
行える人材を防災リーダー
として登録し、災害時の外
国人支援を推進する

消防団活性化総合計画策定率

消防団の活性化

消防団員の確保や消防団員が
活動しやすい環境整備を進め
るため、住民等への広報や、
消防団活性化総合計画の作成
及び随時見直しを実施する。

令和3年度に検証・見直し
を行い、令和4年度中の完
成に向け、現在作成中。

消防団活性化総合計画の検
証・作成

消防団活性化総合計画の見
直し

消防団活性化総合計画の見
直し

消防団活性化総合計画の見
直し

50
・非常備消防事業
（再掲）

2-3

A

防災企画課

除
外

(

Ｒ
4
指
標
値
な
し

)

54
・処理場等施設耐水
化事業（再掲）

2-1、2-7、3-1
6-2

消防本部
人事課

浄化セン
ター

【上水道】
昭和浄水場外浸水対策計画に
基づき耐水化を推進する。
【下水道】
耐水化計画を策定し、処理
場・ポンプ場等の計画的な耐
水化を推進する。

甲府市浄化センター等耐水
化計画の策定

ー
②甲府市浄化センター等耐
水化実施設計

②甲府市浄化センター等耐
水化工事及び実施設計

②甲府市浄化センター等耐
水化実施設計

甲府市浄化センター等施設の耐水化率

ー

上下水道施設の
耐水化の推進

ー
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【別表１】重点化施策を推進するための事業又は取組　進捗状況表

起きてはならない
最悪の事態 実績

施策名 2021(R3) 当初計画 実績 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7) 項目 指標値 評価

今後の計画 令和４年度の進捗率
指標
No.

事業名又は取組名 推進方針
事業又
は取組
No.

令和４年度の状況

担当課

目標値(A) 年間1名

実績値(B) 年間1名

年間0名 年間1名 年間1名 年間1名 年間1名 年間1名
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 年間1回

実績値(B) 年間1回

年間１回 年間１回 年間１回 年間１回 年間１回 年間１回
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 年間2回

実績値(B) 年間1回

年間2回 年間2回 年間1回 年間2回 年間2回 年間2回
目標値に対する
進捗率(B/A)

50%

目標値(A) 年間2回

実績値(B) 年間2回

年間2回 年間2回 年間2回 年間2回 年間2回 年間2回
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

女性のための防災リーダー
研修を実施した

留学生等の市民を対象とし
た防災教室の実施

外国人職業訓練生を対象に
外国人防災研修会の実施

関係機関へ研修開催の周知
を年2回行った。

研修会開催回数

除
外

(

指
標
N
o
.
5
1
と
重
複

)

58
・避難所等における
外国人対応の充実(再
掲)

2-8、4-2

外国人市民向けの「わが家の
防災マニュアル」外国語版を
活用するとともに、地震など
緊急時における対応について
の研修や訓練を行い、外国人
に、地域住民の一員としての
防災意識の啓発を図る。

関係機関へ研修開催の周知
を年2回行った。

外国人や外国人との仲介を
行える人材を防災リーダー
として登録し、災害時の外
国人支援を推進する

外国人や外国人との仲介を
行える人材を防災リーダー
として登録し、災害時の外
国人支援を推進する

外国人や外国人との仲介を
行える人材を防災リーダー
として登録し、災害時の外
国人支援を推進する

外国人や外国人との仲介を
行える人材を防災リーダー
として登録し、災害時の外
国人支援を推進する

外国人防災リーダー登録者数

A

外国人住民の防
災意識向上のた
めの普及啓発

外国人防災研修会の実施 外国人防災研修会の実施 外国人防災研修会の実施
外国人留学生を対象に外国
人防災研修会を実施

外国人防災研修会の実施

外国人防災研修会の実施

留学生等の市民を対象とし
た防災教室の実施

市内の大学や専門学校等の
留学生を対象とした防災教
室の実施

大学などの留学生や市内に
居住する外国人を対象とし
た防災教室の実施

大学などの留学生や市内に
居住する外国人を対象とし
た防災教室の実施

A

C

A

防災教室実施率

55
・女性のための防災
リーダー研修

2-8、8-2

要配慮者、女性
等に配慮した避
難所運営体制の
推進

要配慮者や女性、子育て家庭
のニーズに配慮した避難所運
営及び女性の避難所運営体制
への参画を推進する。

女性のための防災リーダー
研修を実施した

女性防災リーダーの育成 女性防災リーダーの育成 女性防災リーダーの育成 女性防災リーダーの育成

防災企画課

大学などの留学生や市内に
居住する外国人を対象とし
た防災教室の実施

54
・多文化共生推進事
業(再掲)

2-8、4-2

53 ・外国人防災研修会

2-8、4-2

外国人市民向けの「わが家の
防災マニュアル」外国語版を
活用するとともに、地震など
緊急時における対応について
の研修や訓練を行い、外国人
に、地域住民の一員としての
防災意識の啓発を図る。

59

60

外国人住民の防
災意識向上のた
めの普及啓発

外国人住民の防
災意識向上のた
めの普及啓発

市民課

地域防災課

防災企画課

外国人市民向けの「わが家の
防災マニュアル」外国語版を
活用するとともに、地震など
緊急時における対応について
の研修や訓練を行い、外国人
に、地域住民の一員としての
防災意識の啓発を図る。

61

15



【別表１】重点化施策を推進するための事業又は取組　進捗状況表

起きてはならない
最悪の事態 実績

施策名 2021(R3) 当初計画 実績 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7) 項目 指標値 評価

今後の計画 令和４年度の進捗率
指標
No.

事業名又は取組名 推進方針
事業又
は取組
No.

令和４年度の状況

担当課

目標値(A) 年間2回

実績値(B) 年間2回

年間1回 年間2回 年間2回 年間2回 年間2回 年間2回
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 18,500名

実績値(B) 20,753名

18,673名 18,500名 20,753名 19,000名 19,500名 20,000名
目標値に対する
進捗率(B/A)

112%

目標値(A) 100%

実績値(B) 100%

100% 100% 100% 100% 100% 100%
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 年間1回

実績値(B) 年間1回

年間1回 年間1回 年間1回 年間1回 年間1回 年間1回
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

アフターフォロー対象地区
への水害避難の地区研修会
を予定どおり実施し、地区
防災計画の見直しと水害避
難項目の追加について自治
会長等に周知した。

防災情報や災害情報の配信
を実施した。

甲府市が主催する防災リー
ダー研修会への参加（推進
委員12人が参加）

他の融資制度とともに、市
内金融機関や関係団体へチ
ラシ配布を依頼するなど、
制度の周知を図った。

他の融資制度とともに、市
内金融機関など関係団体へ
チラシ配布を依頼するな
ど、制度の周知を図る。

商工課

5-1

除
外

(

指
標
N
o
.
9
と
重
複

)

64
・地区防災計画のア
フターフォロー（再
掲）

4-2

地域や組織の実情に応じた活
動マニュアル等を作成し、訓
練等によって明らかになった
問題点を検討し、随時見直し
を図る。

新型コロナウイルスの感染
拡大により研修会は実施困
難であるため、電話連絡、
個別訪問を含めたアフター
フォローを、対象の全62自
治会に実施した。

地区防災計画のアフター
フォローの実施

58
・甲府市中小企業振
興融資 災害復旧対策
資金

他の融資制度とともに、市
内金融機関や関係団体へチ
ラシ配布を依頼するなど、
制度の周知を図った。

地区防災計画のアフター
フォローの実施

地区防災計画のアフター
フォローの実施

地区防災計画のアフター
フォローの実施

地区防災計画アフターフォロー実施率

A

活動マニュアル
の整備・見直し

甲府市中小企業
振興融資による
資金繰りの支援

中小企業者等からの申請に基
づき審査を実施し、融資を決
定する。

周知回数

A

地域防災課

A

A

勉強会等参加回数

要配慮者、女性
等に配慮した避
難所運営体制の
推進

要配慮者や女性、子育て家庭
のニーズに配慮した避難所運
営及び女性の避難所運営体制
への参画を推進する。

ぴゅあ総合が主催する「男
女共同参画の視点による防
災セミナー基礎編」への参
加（推進委員5人）

男女共同参画の視点からみ
た避難所運営等に関する勉
強会等への参加

男女共同参画の視点からみ
た避難所運営等に関する勉
強会等への参加

男女共同参画の視点からみ
た避難所運営等に関する勉
強会等への参加

男女共同参画の視点からみ
た避難所運営等に関する勉
強会等への参加

56 ・男女共同参画事業

2-8、8-2

人権男女参
画課

防災企画課

他の融資制度とともに、市
内金融機関など関係団体へ
チラシ配布を依頼するな
ど、制度の周知を図る。

他の融資制度とともに、市
内金融機関など関係団体へ
チラシ配布を依頼するな
ど、制度の周知を図る。

他の融資制度とともに、市
内金融機関など関係団体へ
チラシ配布を依頼するな
ど、制度の周知を図る。

57

・甲府市防災アプ
リ、甲府市防災ポー
タル、甲府市防災防
犯メールマガジン等
による情報配信

4-2

避難情報や避難所開設情報等
を上記伝達手段を活用し、広
く情報発信を行うとともに、
災害発生時には、様々な情報
提供を行っていく。

防災情報や災害情報の配信
を実施した。

防災情報や災害情報の配信 防災情報や災害情報の配信 防災情報や災害情報の配信 防災情報や災害情報の配信

甲府市防災アプリ・防災防犯メールマガ
ジンの登録者数（累計）

被災者への災害
情報提供体制の
整備

62

63

65
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【別表１】重点化施策を推進するための事業又は取組　進捗状況表

起きてはならない
最悪の事態 実績

施策名 2021(R3) 当初計画 実績 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7) 項目 指標値 評価

今後の計画 令和４年度の進捗率
指標
No.

事業名又は取組名 推進方針
事業又
は取組
No.

令和４年度の状況

担当課

目標値(A) ー

実績値(B) ー

随時・通年 随時・通年 随時・通年 随時・通年 随時・通年 随時・通年
目標値に対する
進捗率(B/A)

ー

目標値(A) ー

実績値(B) ー

随時・通年 随時・通年 随時・通年 随時・通年 随時・通年 随時・通年
目標値に対する
進捗率(B/A)

ー

目標値(A) 年間4回

実績値(B) 年間4回

年間４回 年間４回 年間４回 年間４回 年間４回 年間４回
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 100%

実績値(B) 100%

100% 100% 100% 100% 100% 100%
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

平時から関係者間で発災時
における連絡・調整手段を
確認・共有し、連絡先を最
新の情報にした。

測定器の定期点検を行うと
ともに、平時のモニタリン
グを実施した。

降灰の処理について、他市
を調査した。

測定器の定期点検を行うと
ともに、平時のモニタリン
グを実施する。

測定器の定期点検を行うと
ともに、平時のモニタリン
グを実施する。

測定器の定期点検を行うと
ともに、平時のモニタリン
グを実施する。

モニタリング頻度

放射線・放射性
物質に係る各種
検査・調査体制
の整備

連絡・調整手段の確認・共有実施率

平時から関係者間で発災時
における連絡・調整手段を
確認・共有し、連絡先を最
新の情報にしておく。

石綿（アスベス
ト）に係る連絡
体制の整備

67
・降灰に対する災害
対策

6-5

降灰による施設への影響調査
を行うとともに、迅速な対応
に向けた県及び関係団体との
連携強化による体制の構築な
ど、降灰に対する災害対策を
推進する。

平時から関係者間で発災時
における連絡・調整手段を
確認・共有し、連絡先を最
新の情報にしておく。

平時から関係者間で発災時
における連絡・調整手段を
確認・共有し、連絡先を最
新の情報にしておく。

石綿飛散への対応の体制整備
に向けて、知見・資機材・役
割分担等の情報収集を行いマ
ニュアルに反映させる。

降灰による施設への影響と
その対策等について、情報
収集を進めた。

降灰による施設への影響と
その対策等について、情報
収集を進めた。

A

A

降灰による施設への影響と
その対策等について他事業
体へ情報収集の実施

降灰による施設への影響と
その対策等について他事業
体へ情報収集の実施

降灰による施設への影響と
その対策等について他事業
体へ情報収集の実施

降灰による施設への影響と
その対策等について他事業
体へ情報収集の実施

ー

ー

上下水道施設に
係る災害対策の
推進

環境保全課

環境保全課

除
外

(

指
標
な
し

)

66
・降灰の処理体制の
確立

6-5

県や近隣市町及び関係事業者
との連携を図る中で、適切な
対応策を検討し、早期に復旧
に向けた体制を構築する。

降灰も含めた災害廃棄物の
処理について、協議した。

降灰の処理に関する課題の
抽出

降灰の収集運搬に加え処分
方法や一時仮置き場所の受
入れ体制、搬出方法等に関
する関係機関を交えた検討

降灰の収集運搬に加え処分
方法や一時仮置き場所の受
入れ体制、搬出方法等に関
する関係機関を交えた検討

降灰の収集運搬に加え処分
方法や一時仮置き場所の受
入れ体制、搬出方法等に関
する関係機関を交えた検討

ー

ー

降灰の処理

60
・環境対策事業（再
掲）

7-3

59 ・環境対策事業

7-3

平時における大気、水道水、
浄水汚泥、下水道汚泥等に係
る放射線・放射能物質の各種
検査・調査及びモニタリング
体制を整備する。また、原子
力発電所における有事の際に
はモニタリングを行う。

測定器の定期点検を行うと
ともに、平時のモニタリン
グを実施した。

測定器の定期点検を行うと
ともに、平時のモニタリン
グを実施する。

平時から関係者間で発災時
における連絡・調整手段を
確認・共有し、連絡先を最
新の情報にしておく。

平時から関係者間で発災時
における連絡・調整手段を
確認・共有し、連絡先を最
新の情報にした。

除
外

(

指
標
な
し

)

68

69

ごみ収集課

浄水課
水保全課
下水道課
浄化セン
ター
計画課
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【別表１】重点化施策を推進するための事業又は取組　進捗状況表

起きてはならない
最悪の事態 実績

施策名 2021(R3) 当初計画 実績 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7) 項目 指標値 評価

今後の計画 令和４年度の進捗率
指標
No.

事業名又は取組名 推進方針
事業又
は取組
No.

令和４年度の状況

担当課

目標値(A) 100%

実績値(B) 100%

100% 100% 100% 100% 100% 100%
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 年間12回

実績値(B) 年間2回

年間15回 年間12回 年間2回 年間12回 年間15回 年間15回
目標値に対する
進捗率(B/A)

17%

目標値(A) 年間2回

実績値(B) 年間2回

年間1回 年間2回 年間2回 年間2回 年間2回 年間2回
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 年間80名

実績値(B) 年間87名

年間72名 年間80名 年間87名 年間80名 年間80名 年間80名
目標値に対する
進捗率(B/A)

109%

防災リーダー指導育成研修
会を4回、女性のための防
災研修会を2回実施した。
また、本年度から、新たな
取組として後期の実施分に
ついては、平日夜間に開催
した。

甲府市が主催する防災リー
ダー研修会への参加（推進
委員12人が参加）

令和４年度は新型コロナウ
イルス感染症の影響を受
け、環境学習講演会は幼稚
園・小学校等で2回の実施
に留まったが、海洋生物の
生態や海洋ごみ問題につい
て意識啓発を図った。

平時から関係者間で発災時
における連絡・調整手段を
確認・共有し、連絡先を最
新の情報にした。

除
外

(

指
標
N
o
.
5
6
と
重
複

)

72
・男女共同参画事業
（再掲）

8-2

実効性のある自主防災組織づ
くりを促進するため、地域で
中心的な役割を担う防災リー
ダーの育成に努めるととも
に、災害時に女性の意見が反
映されるよう、女性の参画を
促進する。また、防災研修会
や防災訓練を積極的に推進
し、防災知識や意識の向上を
図り、地域における危険箇所
や要配慮者を把握する防災
マップの作成等、地域防災力
の強化に努める。

ぴゅあ総合が主催する「男
女共同参画の視点による防
災セミナー基礎編」への参
加（推進委員5人）

男女共同参画の視点からみ
た避難所運営等に関する勉
強会等への参加

平時から関係者間で発災時
における連絡・調整手段を
確認・共有し、連絡先を最
新の情報にした。

平時から関係者間で発災時
における連絡・調整手段を
確認・共有し、連絡先を最
新の情報にしておく。

平時から関係者間で発災時
における連絡・調整手段を
確認・共有し、連絡先を最
新の情報にしておく。

平時から関係者間で発災時
における連絡・調整手段を
確認・共有し、連絡先を最
新の情報にしておく。

平時から関係者間で発災時
における連絡・調整手段を
確認・共有し、連絡先を最
新の情報にしておく。

連絡・調整手段の確認・共有実施率

A環境中への有害
物質（放射線及
び石綿を除く）
の拡散防止・抑
制対策

A

男女共同参画の視点からみ
た避難所運営等に関する勉
強会等への参加

男女共同参画の視点からみ
た避難所運営等に関する勉
強会等への参加

男女共同参画の視点からみ
た避難所運営等に関する勉
強会等への参加

勉強会等参加回数

A

地域防災力の強
化を支える人材
の育成

プラスチックごみを含めた
海洋漂着物等の影響に関す
る環境学習講演会を年１２
回実施し、意識啓発を図
る。

プラスチックごみを含めた
海洋漂着物等の影響に関す
る環境学習講演会を年１２
回実施し、意識啓発を図
る。

プラスチックごみを含めた
海洋漂着物等の影響に関す
る環境学習講演会を年１２
回実施し、意識啓発を図
る。

環境学習講演会を幼稚園・
小学校等で15回実施し、海
洋生物の生態や海洋ごみ問
題について意識啓発を図っ
た。

海岸漂着物等に
関する対策

実効性のある自主防災組織づ
くりを促進するため、地域で
中心的な役割を担う防災リー
ダーの育成に努めるととも
に、災害時に女性の意見が反
映されるよう、女性の参画を
促進する。また、防災研修会
や防災訓練を積極的に推進
し、防災知識や意識の向上を
図り、地域における危険箇所
や要配慮者を把握する防災
マップの作成等、地域防災力
の強化に努める。

プラスチックごみを含めた
海洋漂着物等の影響に関す
る環境学習講演会を年１２
回実施し、意識啓発を図
る。

8-2

登録予定人数

地域防災力の強
化を支える人材
の育成

防災リーダーの育成 防災リーダーの育成 防災リーダーの育成

環境学習講演会実施回数

防災リーダー指導育成研修
会を4回、女性のための防
災研修会を2回実施した。

防災リーダーの育成

防災企画課

人権男女参
画課

環境保全課

環境保全課
除
外

(

指
標
N
o
.
6
0
と
重
複

)

70
・環境対策事業（再
掲）

7-3

大気・河川への有害物質拡散
防止・抑制に向けて、ダイオ
キシン類対策特別措置法、大
気汚染防止法及び水質汚濁防
止法に基づく保有情報の整
理、当該事業者への啓発に努
める。

62
・防災リーダー育成
の促進（女性リー
ダーを含む）

61 ・環境教育

8-1
河川を通して内陸域から海洋
へごみが流出しないよう、ご
みのポイ捨て・不法投棄防止
等に対する啓発を行うととも
に、海洋漂着物等の原因の一
つとなっている海洋プラス
チックごみを題材にした環境
教育等を実施し海洋汚染防止
に努める。

C

71

73
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【別表１】重点化施策を推進するための事業又は取組　進捗状況表

起きてはならない
最悪の事態 実績

施策名 2021(R3) 当初計画 実績 2023(R5) 2024(R6) 2025(R7) 項目 指標値 評価

今後の計画 令和４年度の進捗率
指標
No.

事業名又は取組名 推進方針
事業又
は取組
No.

令和４年度の状況

担当課

目標値(A) 年間1回

実績値(B) 年間1回

年間0回 年間1回 年間1回 年間3回 年間3回 年間3回
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 100%

実績値(B) 100%

100% 100% 100% 100% 100% 100%
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 49.64%

実績値(B) 49.66%

49.33% 49.64% 49.66% 50.06% 50.44% 50.85%
目標値に対する
進捗率(B/A)

100%

目標値(A) 92.1%

実績値(B) 90.6%

90.6% 92.1% 90.6% 93.5% 95.0% 96.4%
目標値に対する
進捗率(B/A)

98%

新設耐震性貯水槽設置
（2基：100㎥・60㎥）

地籍調査

アフターフォロー対象地区
への水害避難の地区研修会
を予定どおり実施し、地区
防災計画の見直しと水害避
難項目の追加について自治
会長等に周知した。

講演会及びＡＥＤ操作訓練
を内容としたフォローアッ
プ研修会を実施した。

除
外

(

指
標
N
o
.
9
と
重
複

)

75
・地区防災計画のア
フターフォロー（再
掲）

8-2

実効性のある自主防災組織づ
くりを促進するため、地域で
中心的な役割を担う防災リー
ダーの育成に努めるととも
に、災害時に女性の意見が反
映されるよう、女性の参画を
促進する。また、防災研修会
や防災訓練を積極的に推進
し、防災知識や意識の向上を
図り、地域における危険箇所
や要配慮者を把握する防災
マップの作成等、地域防災力
の強化に努める。

新型コロナウイルスの感染
拡大により研修会は実施困
難であるため、電話連絡、
個別訪問を含めたアフター
フォローを、対象の全62自
治会に実施した。

地区防災計画のアフター
フォローの実施

地区防災計画のアフター
フォローの実施

地区防災計画のアフター
フォローの実施

地区防災計画のアフター
フォローの実施

地区防災計画アフターフォロー実施率

A

地域防災力の強
化を支える人材
の育成

63
・防災リーダー登録
者のフォローアップ
研修

フォローアップ研修の実施

65
・消防施設等整備事
業

8-3

64 ・地籍調査事業

8-2

A

B

耐震性貯水槽設置充足率

文化財の特性に
応じた防火対策
の推進

周囲の消防水利の有無等を踏
まえ、必要に応じて耐震性を
有する貯水槽の整備を推進す
る。

新設耐震性貯水槽設置
（2基：100㎥・60㎥）

耐震性貯水槽の整備促進 耐震性貯水槽の整備促進 耐震性貯水槽の整備促進 耐震性貯水槽の整備促進

地籍調査 地籍調査 地籍調査

地籍調査の推進

地籍調査の推進

地籍調査 地籍調査国土調査法に基づき土地一筆
毎の調査を行い、地籍の明確
化を図るため、地籍調査を推
進する。被災した場合、市内
の復旧に土地境界等の情報を
活用する。

A

地域防災力の強
化を支える人材
の育成

フォローアップ研修の実施 フォローアップ研修の実施

研修会開催回数

消防本部
警防課

地籍調査課

地域防災課

防災企画課

8-2

実効性のある自主防災組織づ
くりを促進するため、地域で
中心的な役割を担う防災リー
ダーの育成に努めるととも
に、災害時に女性の意見が反
映されるよう、女性の参画を
促進する。また、防災研修会
や防災訓練を積極的に推進
し、防災知識や意識の向上を
図り、地域における危険箇所
や要配慮者を把握する防災
マップの作成等、地域防災力
の強化に努める。

新型コロナウイルス感染症
のまん延により、研修会の
実施を中止した。

フォローアップ研修の実施

77

76

74

19


